




 

川崎市協働型事業推進に関する要綱 

 

（目的） 

第 1条 この要綱は、「川崎市協働型事業のルール」（以下「ルール」という。）による協

働型事業の着実な推進を図るため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 市民活動団体 ボランティア活動をはじめ、市民が自発的、継続的に参加し、社

会サービスの提供など、第三者や社会の課題解決に貢献する、営利を目的としな

い活動を行う団体 

(2) 協働型事業 市民活動団体と行政が協働で行う公益的な事業のことで、行政のみ

で実施するよりも市民活動団体が加わることでより一層の価値を生み出す場合、

または市民活動団体が実施する事業に行政が加わり公的資源（場、資金、人材等）

を投入することでさらに価値を生み出す場合に実施するもの。 

(3) 所管課 協働型事業の実施を予定している、又は実施している課 

 

（全市的窓口） 

第３条 協働型事業の円滑な推進のための全市的窓口（以下「全市的窓口」という。）を

市民・こども局市民生活部市民協働推進課に設置する。 

２ 全市的窓口は次の各号に掲げる役割を担う。 

(1) 市民活動団体からの相談への対応、または提案のあった企画に関する所管課との

調整 

(2) 所管課からの協働型事業に関する相談への対応 

(3) ルールの内容について市民及び市職員への啓発・周知 

(4) 協働型事業の推進のための関係部署との調整 

(5) 協働型事業への取組の検証の実施 

(6) その他、第 1 条の目的を達成するために必要とする業務 

 

（協働型事業の把握及び公表） 

第４条 所管課は、協働型事業を実施する場合は協働型事業実施通知書（第１号様式）

を全市的窓口に提出する。また、全市的窓口が庁内所管課に対し期間を定めて協働型

事業実施通知書の提出を求めることができる。 

２ 全市的窓口は、所管課から協働型事業実施通知書により、ルールに基づく協働型事

業であるかを確認する。 

３ 全市的窓口は協働型事業実施通知書に基づき、協働型事業一覧を作成し、公表する。 

 

（市民等への周知） 

第５条 全市的窓口は、説明会の開催等により市民及び市職員に対しルールの内容など、



 

協働型事業の推進に関する周知を行う。 

 

（庁内の調整） 

第６条 全市的窓口が市民から受けた協働型事業に関する相談・提案のうち、当該窓口

限りの対応では不十分と判断したものについては、所管課への連絡または調整を行う。 

２ 所管課が市民から受けた協働型事業に関する相談・提案のうち、当該所管課限りの

対応では不十分と判断したものについては、全市的窓口に調整を依頼する。 

 

（協働型事業の実施） 

第７条 所管課は協働型事業の実施にあたっては、ルールの適用に努める。 

 

（協働型事業の振り返り） 

第８条 所管課はルールに基づく振り返りを行い、その内容を協働型事業実施報告書（第

２号様式）により全市的窓口に報告する。 

 

（協働型事業推進の取組に関する検証） 

第９条 協働型事業の推進に関する取組の検証を第三者的な委員会を活用して実施する。 

２ 前項の委員会の報告があった場合は、それによる改善を図る。 

 

（その他） 
第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市民・こども局長が定める。 

 

 附則 

 この要綱は平成２０年４月 1 日から施行する。 

 

 



 

第１号様式 

 

市民・こども局長あて 

 

協働型事業実施通知書 

 

項目 内容 
変更 

（注１）

部署名 局（室）区     部      課 □ 

事業名   

開始年度（注２）   

今年度の事業開始

時期 

 
 

事業概要  
□ 

事業形態 □委託、□事業協力、□共催、□補助・助成 □ 

団体名  相手団体 

選考理由 
 

□ 

ホームページアド

レス（注３） 

 
□ 

市予算額 円 □ 

協働型事業の開始

方法 

□ 新規事業 

□ 既存事業の転換 
 

目的の共有 

 

 
□ 

対等の関係 

 

 
□ 

相互理解 

 

 
□ 

役割分担の責

任範囲の確認 

 
□ 

公開性・透明性 

 

 
□ 

原
則
の
適
用
内
容 

成果の振り返

り 

 
□ 

備考  

（注１）前年度と比べ内容に変更がある場合はチェックする。 

（注２）既存事業を転換した場合は転換の年度を記入する。 

（注３）相手団体にリンク可能なホームページアドレスがあれば記入する。 



 

第２号様式 

 

市民・こども局長あて 

 

協働型事業実施報告書 

 

部署名 局（室）区     部      課

事業名  

協働型事業の

手法 

 振り返り内容 

事業の成果  

 

 



 

平成２０年度川崎市市民活動推進委員会について 

 

回／日付 主 な 議 題 

第１回 

平成２０年 

５月２日（金） 

（１）委員長、副委員長の選出について 

（２）検討事項及び今後のスケジュールについて 

（検証の前提として）「協働型事業のルール」の説明 

 

※委員会の役割、協働型事業のルールの共有 

第２回 

平成２０年 

７月１１日(金) 

（１）各区の提案制度の実施状況について 

（２）報告事項 

協働型事業委託推進マニュアル／協働推進窓口の設置／協働型事業のルー

ル市民説明会 

 

※各区の提案制度の実施状況 

第３回 

平成２０年 

９月２９日（月） 

（１）協働型事業推進に関する検証について 

区役所における協働推進事業費等の位置づけ 

（２）報告事項 

協働型事業のルール市民説明会・庁内説明会／協働推進窓口の経過 

（３）その他 

 

※区協働推進事業費の現状 

第４回 

平成２０年 

１１月２７日（木） 

（１）今後の市民活動推進委員会の開催計画について 

（２）協働型事業の事例紹介について 

①多摩川エコミュージアムプラン推進事業 

②シニアリポーター運営事業 

③川崎市、市民、農家との協働による生ごみリサイクルモデル事業 

④子育て情報誌発行事業 

⑤麻生区市民活動施設活用事業 

⑥コミュニティビジネス育成事業 

 

※平成２０年度の協働型事業の状況、事例研究 

第５回 

平成２１年 

１月２９日（木） 

（１）協働型事業の検証について 

第６回 

平成２１年 

３月（予定） 

（１）協働型事業の検証について 

（２）各区の提案制度に関する検証について 

 



 

川崎市市民活動推進委員会委員名簿 

（第４期委員 平成２０年度～２１年度） 

 

 

（定数 8名）  

委  員 氏
ふり

   名
がな

 所   属 備  考 

委 員 長 武
む

 藤
とう

  博
ひろ

 己
み

 
法政大学大学院政策創造研究

科教授 
学識経験者

副委員長 小
お

 倉
ぐら

  敬
けい

 子
こ

 LET'S国際ボランティア交流会 
市民活動団

体関係者 

飯
いい

 田
だ

  和
かず

 子
こ

 川崎・ごみを考える市民連絡会 
市民活動団

体関係者 

石
いし

 井
い

  栄
えい

 子
こ

 麻生グットネイバース 
市民活動団

体関係者 

植
うえ

 木
き

  昌
まさ

 昭
あき

  公募委員 

牛
うし

 山
やま

  久仁
く に

彦
ひこ

 明治大学政治経済学部教授 学識経験者

河
かわ

 村
むら

  麻莉子
ま り こ

 
子育て支えあいネットワーク

満 

市民活動団

体関係者 

 

委  員 

広
ひろ

 岡
おか

  希
のぞ

 美
み

  公募委員 

 


